
様式第5号(第6条関係)

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ表　当該営業所に配置される技術者
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Ｂ表　当該営業所の工種ごと人数
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経営事項審査時の記載内容 左記以外

監理技術者
資格者証
交付番号

(注1)Ａ表の技術者が所有する国家資格により監理（又は主任）技術者となり得る工種について、技術者の番号ごとに、Ｂ表
　　の該当工種欄に「○」を記入してください。実務経験者である場合は、「△」を記入してください。
(注2)「資」欄に、各工種の監理(又は主任)技術者となり得る国家資格保有者の人数を、「実」欄には、国家資格を有しない
　　実務経験者の人数を記入してください。（同一人については、「資」「実」のいずれかのみ） ただし、技術職員名簿が
　　複数枚になる場合は、1枚目にのみ合計人数を記入してください。
(注3)同一人について、複数工種に資格がある場合は、それぞれに人数をあげてください。したがって、本表の合計人数
　　は、上段表の合計人数と一致しない場合もあります。
(注4)工種ごと人数は、上段表の資格者区分コードで確認しますが、経営事項審査では2つのコードのみとなっている
　　ため、資格があっても、該当工種以外のコードを書かれる場合があります。その場合は、「左記以外」欄に該当
　　コードを記入のうえ、資格証等を添付してください。

技術職員名簿(準市内業者用)
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